
１. 重要な会計方針

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券…償却原価法によっている。

ただし、取得価額と券面額との差額について重要性の乏しいものについては、取得価額により評価している。

⑵ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

建物、構築物及び什器備品…定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）に

ついては定額法）を採用している。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりである。

建物 10 ～ 15 年

構築物 5 ～ 30 年

什器備品 5 ～ 20 年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェアについては財団内における利用可能期間（5年）に基づき定額法によっている。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

⑶ 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

会費等未収金及び代位弁済未収金の貸倒に備えるため、個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を

計上している。

② 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると認め

られる額を計上している。

なお、退職給付債務は、期末自己都合支給額から当財団の退職金共済事業からの支給額を控除して計算し

ている。また、会計基準変更時差異は発生年度に全額費用処理している。

③ 退職金等共済給付引当金

会員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると認め

られる額を計上している。

⑷ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２. 会計方針の変更

該当事項なし。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記



３. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位 ： 円）

　基本財産

基本財産引当預金

基本財産引当有価証券

　特定資産

退職給付引当資産

減価償却引当資産

災害見舞金積立資産

経営安定資金積立資産

退職金等共済積立資産

４. 基本財産及び特定資産の財源の内訳

基本財産及び特定資産の財源の内訳は、次のとおりである。

（単位 ： 円）

　基本財産

基本財産引当預金 （ ） （ ） （ ）

基本財産引当有価証券 （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

　特定資産

退職給付引当資産 （ ） （ ） （ ）

減価償却引当資産 （ ） （ ） （ ）

災害見舞金積立資産 （ ） （ ） （ ）

経営安定資金積立資産 （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

退職金等共済積立資産 （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

融資あっせん事業
預託原資積立資産

過年度退職給付未払金
支払準備金積立資産

42,362,756,493

42,362,756,493

-

-

42,318,014,293

-

-

-

590,948,110

-

100,000,000

（うち負債に対応する額）

-

当期減少額当期増加額

-

-

-

-

2,698,470

3,134,700

-

-

100,000,000

42,631,662,158

38,898,337

50,000,000

292,810,922

55,652,166

100,000,000

42,318,014,293

35,997,400

科　　　目 前期末残高

292,810,922

55,652,166

105,877,005

14,002,600

35,997,400

50,000,000

103,542,255

55,652,166

-

-

-

-

38,942,767

-

-

292,810,922

-

38,942,767

590,948,110

103,542,255

-

-

-

319,117,315

44,430

-

-

-

（うち一般正味財
産からの充当額）

特定資産計

合　　　計

42,953,704,603

43,003,704,603

過年度退職給付未払金
支払準備金積立資産

融資あっせん事業
預託原資積立資産

科　　　目

50,000,000

14,002,600

35,997,400

50,000,000

（うち指定正味財
産からの充当額）

当期末残高

14,002,600

基本財産計

-

基本財産計

42,953,704,603

43,003,704,603

55,652,166

100,000,000

42,318,014,293

38,942,767

42,043,730

319,117,315

50,000,000

14,002,600

-

-

特定資産計

合　　　計

5,877,600

5,877,60043,316,944,318

43,266,944,318

-

313,647,865

5,469,450

-

-

当期末残高

44,742,200

103,542,255

292,810,922

35,997,400

-

-

-

-

44,742,200 44,742,200



５. 担保に供している資産

該当事項なし。

６. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位 ： 円）

　有形固定資産

建物

構築物

什器備品

　無形固定資産

ソフトウェア

７. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当事項なし。

８. 保証債務等の偶発債務

該当事項なし。

９. 満期保有目的の債券の内訳並びに、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位 ： 円）

札幌市債

退職給付引当資産

札幌市債

減価償却引当資産

札幌市債

災害見舞金積立資産

札幌市債

北海道債

経営安定資金積立資産

北海道債

科　　　目

131,537,000 1,602,000

25,197,932

1,087,268

△ 15,980

31,661,745

4,254,598

△ 16,000

△ 62,900

1,121,947

9,984,020

305,41036,302,810

155,867,838

評価損益時　　　価

減価償却累計額

2,652,712

59,242,707

帳簿価額

合　　　計 292,411,124 260,749,379

49,990,000 49,927,100

35,997,400

312,371,690

10,000,000

19,984,000

181,065,770

当期末残高

42,986,122

　特定資産

309,908,000合　　　計

129,935,000

63,985,600

　基本財産

3,774,659

63,497,305

44,073,390

科　　　目 取得価額

2,463,690

64,636,760 651,160

20,000,000



10.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

11.関連当事者との取引の内容

該当事項なし。

12.重要な後発事象

該当事項なし。

13.その他

⑴ リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引関係

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

a）

b）

期末残高相当額　（a－b）

② 未経過リース料期末残高相当額

（単位 ： 円）

③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

④ 減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。

⑤ 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース資産計上価額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっている。

⑵ 退職給付関係

① 採用している退職給付制度の概要

退職金制度に基づく退職一時金制度及び当財団の退職金共済事業を併用している。

経常収益への振替額

（単位 ： 円）

内　　　容 金　　　額

基本財産受取利息計上による振替額

合　　　計

（単位 ： 円）

63,269

1,036,344

1,142,820

支払利息相当額

合計１年超

01,027,333 1,027,333未経過リース料期末残高相当額

支払リース料

（単位 ： 円）

ソフトウェア

950,012

4,231,738

5,181,750

減価償却費相当額

１年以内

253,505

253,505

取得価額相当額

減価償却累計額相当額



② 退職給付債務に関する事項（平成２４年３月３１日現在）

（単位 ： 円）

a） 退職給付債務

b） 会計基準変更時差異の未処理額

退職給付引当金（a＋b）

③ 退職給付費用に関する事項（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）

（単位 ： 円）

a） 勤務費用

b） 会計基準変更時差異の費用処理額

退職給付費用合計（a＋b）

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく、期末自己都合要支給額から当財団の退職金

共済事業からの支給額を控除して計算している。

⑤ 会計基準変更時差異の処理年数 １年

△ 44,742,200

△ 44,742,200

-

2,698,470

-

2,698,470


